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          序章 おおさかの環境の状況              

１ 低炭素・省エネルギー関係 

○ 温室効果ガスの排出量については、2011 年の東日本大震災以降の化石燃料消費量の増加などによ

り、一時的な増加が見られましたが、近年は家庭における省エネ取組みの推進などにより再び減少傾

向にあります。2015年度は 5,467万トンであり、基準年度（2005年度）の 5,605万トンと比

べ 2.5％減少しています。また、2014年度と比べても 3.9%減少しています。 

 

府内における温室効果ガス排出量の推移 

 

○ 二酸化炭素の排出量については、2015年度は 5,132万トンであり、基準年度（2005年度）の

5,273万トンと比べ、2.7％減少しています。基準年度と比較すると、産業、運輸、廃棄物の各部門

は減少していますが、業務、家庭、エネルギー転換の各部門は増加しています。 
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２ 循環型社会関係

○ 2016
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○ 産業廃棄物について、
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３ 大気環境関係 

○ 一般環境大気測定局 69局、自動車排出ガス測定局 36局で大気環境調査を行いました。 
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浮遊粒子状物質の環境保全目標達成局数の推移 

 

○ 光化学オキシダントについては、201７年度は、６９局全局で環境保全目標を達成しませんでした。

光化学オキシダントの原因物質である非メタン炭化水素の年平均濃度については、改善傾向で推移し
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○ 微小粒子状物質（PM2.5）については、201７年度は 56局中 46局で環境保全目標を達成しまし

た。 

年平均濃度については、2017 年度は前年度に比べてやや上昇しましたが、本格的に測定を始めた

2011年度以降緩やかな改善傾向を示しています。 
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     注２ 環境保全目標は長期基準と短期基準ともに達成（長期○・短期○）することが必要。 
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４ 水環境関係

○  河川については

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水環境関係
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地点、海域については

河川及び海域の常時監視地点図

地点、海域については 22地点で水質調査を行いました。

 

河川及び海域の常時監視地点図
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◎：環境基準点
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 河川及び海域の常時監視地点図 

地点で水質調査を行いました。

◎：環境基準点 ●：準基準点

※ただし、＋は兵庫県の環境基準点（

地点で水質調査を行いました。

 

●：準基準点 
※ただし、＋は兵庫県の環境基準点（

地点で水質調査を行いました。 

 
※ただし、＋は兵庫県の環境基準点（CODCOD） 
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○ 河川の水質は概ね改善傾向にあり、2017 年度における生物化学的酸素要求量（BOD）の環境保全

目標達成率は 95.1％でした。海域の水質については緩やかな改善または横ばいの傾向であり、化学

的酸素要求量（COD）の環境保全目標達成率は、66.7%でした。 

※兵庫県の測定地点を含め水域ごとに評価 
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５ 化学物質関係

○ 環境中への化学物質の排出量は概ね減少傾向にあり、ダイオキシン類の排出量は、大きく減少した後、

近年は横ばいで推移しています。

府内における化学物質排出把握管理促進法

（PRTR
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８ 立入検査等実施件数 

○ 2017年度に法令等に基づき府が実施した立入検査・指導等の件数は以下のとおりです。 

 

大気（法規制事業所：715 条例規制事業所：718 うち 178事業所は法・条例とも規制対象） 

一般大気 事業所への立入検査件数 573件 
法・条例対象施設に係る届出件数 317件 

サンプル採取・分析件数 14件 

アスベスト 解体現場への立入検査件数 604件 

アスベストに係る届出件数 161件 

サンプル採取・分析件数 164件 

水質（法規制事業所：923 条例規制事業所：57） 

 工場・事業場への立入検査件数 659件 

法・条例対象施設に係る申請・届出件数 299件 

サンプル採取・分析件数 303件 

騒音 

 事業場への立入件数（深夜営業規制）          6件 

交通環境 

 立入検査回数及び立入検査台数 73回 

6,672台 

土壌汚染 

 法・条例・自主調査指針に基づく調査報告件数 9件 

土地の形質変更届出件数 42件 

化学物質 

 法・条例に基づく排出量等の届出件数 513件 

条例に基づく管理計画及び管理目標の届出件数 124件 

廃棄物・リサイクル 

一般廃棄物 一般廃棄物処理施設への立入検査件数 37件 

 サンプル採取件数 31件 

産業廃棄物 産業廃棄物排出事業者等に対する立入検査件数 2,213件 

産業廃棄物排出事業者からの報告徴収件数 17,152件 

産業廃棄物処理業者等に対する立入検査件数 621件 

自動車リサイクル法に基づく立入検査件数 128件 

サンプル採取・分析件数 89件 

フロン排出抑制法に基づく登録業者への立入検査件数 20件 

フロン排出抑制法に基づく機器管理者への立入検査件数 82件 
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９ その他 

○ 2016 年度に受け付けた苦情件数については、2015 年度に比べて 4.9％減少し、最も多い苦情は

騒音に関するもので苦情全体の 40.7％を占めています。 

 

 

 

 

（公害等調整委員会調べ）

（注）苦情件数は他機関からの移送分を含む。

公害の種類別苦情件数の推移

451 443
592 541 482 454 521 473

607 490 435

827 757
687 707 756

620
784

675
614

586 652

248
262

239 204 225
237

214
231

232

184 225

1,769
1,633 1,543

1,504
1,715 1,910

1,923
1,896 1,857

1,767 1,744

366

390 351
330

288 328

281
288 281

267 261

1,349

1,195

950
887

857

1,022

1,035
1,065 1,089

1,216
972

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

5,010

4,289

4,680

4,510

4,173
4,323

4,571

4,758
4,628

騒音

40.7％

悪臭等

15.2％

典型7公害以外
10.1％

大気汚染

22.7％

4,362

水質汚濁

6.1％

振動

5.2％

4,680

（年度）

（件 数）


